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　平成28年度税制改正では、法人実効税率
引下げの財源の1つとして、建物附属設備及
び構築物の償却方法について、定率法が廃止
され、定額法に1本化されることになった

（図表1・2参照）。平成28年4月1日以後
に取得をするものが対象となっており、この

税制改正を契機に建物附属設備及び構築物の
償却方法を定額法に変更する企業も多いもの
と想定される。
　しかし、ここで気を付けなければならない
のは監査上の取扱いである。今回の税制改正
を理由に建物附属設備等の償却方法を定率法
から定額法に変更した場合には、「正当な理
由による会計方針の変更」に該当しない可能
性があるからだ。
　会計方針の変更が認められる正当な理由と
は、①会計方針の変更が企業の事業内容又は
企業内外の経営環境の変化に対応して行われ
るものであること、②会計方針の変更が会計
事象等を財務諸表に、より適切に反映するた
めに行われるものであること―の要件を満た
すものであることとされている（企業会計基
準適用指針第24号「会計上の変更及び誤謬
の訂正に関する会計基準の適用指針」第6
項）。

　平成28年度税制改正による減価償却制度の見直しにより、会計上の減価償却方法につい
ても影響が生じる可能性があるので要注意だ。建物附属設備及び構築物の償却方法が定額法
に1本化されることになるが、仮に税制改正に合わせて定率法から定額法に減価償却方法を
変更した場合には、「正当な理由による会計方針の変更」に該当しない可能性があるからだ。
この場合、企業は2つの固定資産システムを構築し、二重に管理する状況に迫られることに
なる。システム変更を行う時間もないため、「正当な理由による会計方針の変更」と認めら
れなければ企業側に大きな混乱を及ぼすことにもなりかねない。日本公認会計士協会あるい
は企業会計基準委員会による取扱いの指針が待たれるところだ。

税制改正が理由では「正当な理由」に該当しない恐れ

【図表1】改正の対象となる減価償却資産

改正前 改正後

建　物 定額法 定額法

建物附属設備 定額法・定率法 定額法

構築物 定額法・定率法 定額法

機械及び装置 定額法・定率法 定額法・定率法

船　舶 定額法・定率法 定額法・定率法

航空機 定額法・定率法 定額法・定率法

車両及び運搬具 定額法・定率法 定額法・定率法

工具、器具及び
備品 定額法・定率法 定額法・定率法

（出典：経済産業省）

監査上の取扱いで求められる指針

税制改正による定額法変更で
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税務上のみ定額法を適用すれば固定資産システムの二重管理が必要に

定率法の見直しの場合はOKも
　平成23年度税制改正では、減価償却資産
の定率法について、250%定率法から200%
定率法に変更する見直しが行われているが、
日本公認会計士協会が公表した監査・保証実
務委員会実務指針第81号「減価償却に関す
る当面の監査上の取扱い」により、仮に
250%定率法を採用していた場合であれば、
新規取得資産について200%定率法を採用し
ても法令等の改正に伴う変更に準じた正当な
理由による会計方針の変更として取り扱われ
ていた。

　しかし、今回は定率法から定額法への変更
であるだけに、前述の適用指針等の規定に照
らせば、税制改正以外の定額法に変更する合
理的な理由を企業側が説明する必要が生じる
ことになる。
　この点、近い将来、IFRS（国際会計基準）
を適用する企業であれば、償却方法の変更の
1つの合理的な理由となろうが、それ以外の
企業が税制改正以外の理由を見つけ出すこと
はなかなか難しいのが実状だ。特に監査法人
との交渉も難しい中規模の上場企業であれば
尚更といえよう。

　監査上、定率法から定額法への変更が「正
当な理由による会計方針の変更」と認められ
なかった場合には、会計上は定率法、税務上
は定額法という2つの固定資産システムを構
築し、二重に管理する事態にもなりかねな
い。例年通りに税制改正法案が年度内に成立
すれば、平成28年4月1日より適用される
ことになるため、システム構築する時間もほ

とんどない。このままでは企業側に大きな混
乱を来すのは確実な状況となっている。
　企業側の混乱を回避する意味でも、日本公
認会計士協会の監査・保証実務委員会実務指
針第81号「減価償却に関する当面の監査上
の取扱い」の見直しや企業会計基準委員会に
よる何らかの取扱いの指針が必要であるとい
えそうだ。
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要件をすべて
満たし、
適用可能

要件②を満たして
いないので、適用不可
（前年度より総額⬇）

要件をすべて
満たし、
適用可能

Ｂ社はＡ社を
株式交換により
完全子会社化

（簿価500、時価700）

負　債資　産

＜債務超過会社のB/S＞

マイナスの
利益積立金
▲ 500資本金等（100）

（900）

【図2】課税当局が主張した算定方法（裁判所支持）

（出典：金融庁公表資料に基づき作成）

③自己株式（34万株）

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）。
※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）
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「1株当たりの利益金額」に加算する必要なし

譲渡損益調整勘定 400 譲渡損益調整勘定戻入額 400
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（非経常的な利益に該当）
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⑤R社から納税者への配当
と判断。納税者が無申告
であったため、更正処分。

③不動産の譲渡による譲渡
益課税として、約29万
ユーロを申告納付。

（出典：政府税制調査会）

【図2】納税者（原告）の主張と裁判所の判断

【図】所得拡大促進税制の概要

【表】政府税調国際課税DGで紹介されたBEPS行動13の論点

【図】事案の概要【図表2】100万円、耐用年数10年の減価償却資産を取得した場合の例

【図1】本件遺言の内容と相続財産の取得状況

【図2】外国税務当局から国税庁に情報提供されるケース

○　被告法人が支払った業務委託手数料に関する国税局の指摘事項

■太線は、更正の請求ができる年分
■網掛は、増額更正ができる年分
■白抜は、増額更正ができない年分
■点線は、更正の申出ができる年分

R社※ J社

①フランス国内の
不動産等を譲渡

②売却代金
　（約120万ユーロ）

※　R社は、パナマ国の法律に基づき設立された法人であり、納税者が唯一の株主である。R社の代表者には、納税者の長女が就任している。

土　地

建物附属設備建　物

機械装置等

【図1】納税者が主張した算定方法

× 差益割合 ＝ 圧縮限度額
建　物 建物附属設備 機械装置等土　地
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納税者（原告）が個人で
所有する事業用土地を
売却。買換特例の適用
を顧問税理士（被告）に
依頼。

納税者（原告）は、新たな顧
問税理士の指導のもと、修
正申告書を提出。過少申告
加算税63万円、延滞税27
万円が発生。

納税者（原告）は、取得
期限までに買換資産を
取得せず。

→修正申告が必要に

顧問税理士
（被告）が修
正申告書の
提出を失念。

公益法人

A社株

B社株

A社株

納税者
（相続人）

税務署

裁判所 顧問税理士（被告）

貸主 借主
（納税者）

店舗管理人

納税者（原告）

相続人（原告）

　国税通則法23条2項1号は、「その申告(中略)に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実」
について、申告者その他の関係者がこれと異なる事実である旨を確認したり、合意をしてその内容がその申告
に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実と異なる事実をもたらすことになったりした場合に、
それだけでは更正の請求をすることはできないが、判決等によりその申告に係る課税標準等または税額等の計
算の基礎となった事実と異なる事実が確定され、判決等に基づく法律関係が構築され、経済、社会生活上も
当該法律関係を前提とすることになる場合には、同項に基づく更正の請求をすることができる旨を定めている。
　同号の文言および趣旨に鑑みれば、「判決により、その事実が当該計算の基礎としたところと異なることが確
定したとき」とは、その申告に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実と異なる事実を前提とす
る法律関係が判決の主文で確定されたときまたはこれと同視できるような場合をいうものと解するのが相当である。
（下線・編集部）

東京高裁が示した法令解釈（「判決」該当性の判断基準）

国が設定した貸付料は適正
額を大幅に上回るもの。適正額と
の差額の返還を求める訴訟を提起。

❺
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貸付金の振替は貸付金の免除
に該当。債務免除は、医療法人
から理事長への「賞与」と認定。
源泉所得税の賦課決定処分等。

顧問税理士（被告）は、修正申告を
怠った点に債務不履行あり。過少申
告加算税相当額を損害賠償請求。

❷
過少申告加算税63万円、延滞
税27万円に相当する90万円の
賠償命令。

地方税法701条の30（事業所税）
　指定都市等は、都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費用に充てるため、事業所税を課するものと
する。
地方税法701条の32（事業所税の納税義務者等）
　事業所税は、事業所等において法人又は個人の行う事業に対し、当該事業所等所在の指定都市等において、
当該事業を行う者に資産割額及び従業者割額の合算額によつて課する。
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修正申告期限
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修正申告書を提出

加算税発生

【図2】納税者（原告会社）が修正申告するまでの主な経緯
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請。税務署が
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税務署の指導のもと、
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よう指示。
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給
与
等
支
給
額

【要件①】給与等支給額の総額：基準事業年度から、年度によって
             ２％～５％の増加
【要件②】給与等支給額の総額：前の事業年度以上
【要件③】平均給与等支給額：前の事業年度を上回る
　　　　　 ※平成 26年 4月1日以降適用予定の緩和後の要件で説明

適用1年目

2%以上増額

3%以上増額
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から「非居住者」に

借主（納税者）に賃借料に
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なった旨を連絡

期限後納付を
理由に不納付
加算税を賦課

不納付加算税は違法
（判断のポイントは下
表を参照）
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❸外国の税務当局に対して
まとめて定期的に情報提供
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国税不服審判所

❶

❷

貸主
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（内国法人の代表者）

店舗

敷地

関係会社

被告法人は国税局の指摘に
異議を述べるべきであった。
原告が審査請求などを行うなかで支出した弁護士・税理士費用について損害賠償を請求。

被相続人と関係会社との
間で本件株式を＠642円
で譲渡する旨の合意あり。
請求棄却（別訴判決）。

❽

遺言の無効確認訴訟を他の相続人（長女）
から提起されているため、相続人全員の同
意を得ることは不可能。同意がなくてもe
市土地に特例の適用を認めるべき。
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（A国居住者）

B国人
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A国
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A

B

口座保有者の名前、納
税者番号、口座残高、
利子・配当等の年間受
取総額等を報告

❶「非居住者」（個人・法人等）の
口座を居住地国ごとに選別

C国の金融機関

B国の金融機関

甲の口座情報

乙の口座情報
丙の口座情報

日本法人・丙

外国の金融機関に口座を保有する日本居住者（個
人・法人等）の情報（名前、個人番号・法人番号（マ
イナンバー）、口座残高、利子・配当等の年間受取
総額等）が、外国の税務当局から国税庁に集まる。

乙の口座情報

甲の口座

乙の口座

丙の口座

A

B

（1）マスターファイル

▶マスターファイルの記載は事業分野ごととすべきか、グループ全体ベースとすべきか。
▶マスターファイルの記載事項は適切か。
（2）国別報告書

▶国別報告書はマスターファイルの一部とすべきか、あるいは別の文書とすべきか。
▶ローカル企業の財務報告を集計する「ボトムアップ」により作成すべきか、あるいはグループ全体の
連結損益を国別に配分する「トップダウン」により作成すべきか。

▶国別報告書の記載事項はどこまで必要か（源泉徴収額やグループ内のロイヤリティ等も記載必要か）。

税務当局間の情報共有の方法

▶税務当局がマスターファイルと国別報告書を共有する方法をどうするか。
（a）各国の税務当局が自国に所在するグループ企業（親会社・子会社・支店等）から直接入手する方法
（企業グループ内でマスターファイル／国別報告書を共有することが前提）
⇒　情報を共有する国の範囲は、多国籍企業のグループ企業が所在する国となり、守秘は各国の国
内法により担保される。

（b）親会社が自国の税務当局へ提出し、税務当局間で租税条約等に基づく情報交換により共有する方法
⇒　情報を共有する国の範囲は、親会社の所在する国と子会社・支店等の所在する国で租税条約や
税務執行共助条約を締結する国に限定され、守秘は各国の国内法および条約上の守秘義務により
担保される。

（c）上記以外の方法

税務当局に提供すべき情報

執行・守秘

論 点

論 点

論 点

❸手数料の実態は原告へ
の給与であると指摘。

❹③の指摘を
受け源泉所
得税を納付。

❻①の支払手数料
を給与認定した
⑤の課税処分の
取消しを求め審
査請求。

❼ 課税処分を
全部取消し

❺③の給与認定を踏まえ所
得税・加算税の課税処分。

❶業務委託契約に基づく
手数料を支払う。

❷雇用契約に基づ
く給与を支給。

　国税通則法23条 2項 1号は、「その申告（中略）に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実」
について、申告者その他の関係者がこれと異なる事実である旨を確認したり、合意をしてその内容がその申告
に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実と異なる事実をもたらすことになったりした場合に、
それだけでは更正の請求をすることはできないが、判決等によりその申告に係る課税標準等または税額等の計
算の基礎となった事実と異なる事実が確定され、判決等に基づく法律関係が構築され、経済、社会生活上も
当該法律関係を前提とすることになる場合には、同項に基づく更正の請求をすることができる旨を定めている。
　同号の文言および趣旨に鑑みれば、「判決により、その事実が当該計算の基礎としたところと異なることが確
定したとき」とは、その申告に係る課税標準等または税額等の計算の基礎となった事実と異なる事実を前提とす
る法律関係が判決の主文で確定されたときまたはこれと同視できるような場合をいうものと解するのが相当である。
（下線・編集部）

東京高裁が示した法令解釈（「判決」該当性の判断基準）

・被相続人は「e市土地」
と「f市土地」を所有
（一部共有）

国税局からの指摘内容には相応の合理性があったため、これに対して被告法人が源泉所得税等の
納付に応じる判断をしたことは原告に対する不法行為になるものではない。源泉所得税の納付に
ついて被告法人が異議を述べその結果を是正するべき信義側上の義務が発生する余地はない。

・「e市土地」は請求人が取得
・「f市土地」は申告期限時点
で未分割

 遺言
e市土地の相続分の全部
を請求人に相続させる。
（編集部注）本件遺言にf市土
地に関する言及はない。

裁判所

被告法人 内国法人

国税不服
審判所

（原告）

→原告の被告法人に対する賠償請求を棄却（原告敗訴）

国税局
税務署

・原告の勤務実績を被告法人日本支店の副社長としての業務と内国法人としての業務に区分けするこ
とは不可能であること

・支払った金銭は原告への給与以外の何ものでもないこと
・原告の給与と内国法人への業務委託手数料を合計した年額が被告法人日本支店の副社長としての標
準的な給与相当額であること

・原告が被告法人日本支店の副社長としてフルタイム勤務していることなど

施設所有権

【図表】運営権のスキーム

金融機関
投資家

1年目 2年目
（経過年数）

3年目

公共主体
（管理者等）

PFI 事業者
（運営権者）

施設利用者

（出典：内閣府）

（出典：経済産業省）

抵当権設定

（
減
価
償
却
費（
万
円
））

融資・投資

施設所有権 運 営 権

運営権設定

対価支払

サービス提供

料金支払

20万円 10万円

200%
定率法 定額法

16万円 10万円 13万円 10万円

200％定率法を廃止し、定額法
のみとした場合、 　に相当する金
額分、減価償却費が減る

監査上の取扱いで求められる指針
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